
 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
－ 下水 1 －

議第３０号 

 

平成２９年度富士宮市下水道事業特別会計予算 

 

 平成２９年度富士宮市の下水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,331,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に 

よる。 

 （債務負担行為） 

第２条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項、期限及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は､

300,000 千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）に係る予算

額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

平成２９年２月１３日 提出 

 

静岡県富士宮市長 須 藤 秀 忠   



　　　　　　　　　　　　 第１表　歳入歳出予算

 （歳入） (単位　千円)

款 項

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 １２，０９４

 1 負 担 金 １２，０９４

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 ８００，１９４

 1 使 用 料 ８００，０９３

 2 手 数 料 １０１

 3 国 庫 支 出 金 ２５６，４００

 1 国 庫 補 助 金 ２５６，４００

 4 繰 入 金 ９４６，０４４

 1 一 般 会 計 繰 入 金 ９４６，０４４

 5 繰 越 金 ２０，０００

 1 繰 越 金 ２０，０００

 6 諸 収 入 ６８

 1 延 滞 金 加 算 金 及 び 過 料 １

 2 預 金 利 子 １

 3 雑 入 ６６

 7 市 債 ２９６，２００

 1 市 債 ２９６，２００

２，３３１，０００

金 額

歳 入 合 計

6 下水道事業特別会計- 下水 2 -



 （歳出） (単位　千円)

款 項

 1 下 水 道 事 業 費 １，３１５，１３１

 1 業 務 費 １８７，７２６

 2 維 持 管 理 費 ４１５，１１１

 3 建 設 事 業 費 ７１２，２９４

 2 公 債 費 １，０１０，８６９

 1 公 債 費 １，０１０，８６９

 3 予 備 費 ５，０００

 1 予 備 費 ５，０００

２，３３１，０００

金 額

歳 出 合 計

6 下水道事業特別会計- 下水 3 -



  － 下水 4 － 

第 ２ 表  債務負担行為 

 

事   項 期  間 限   度   額 

星山浄化センター沈砂

池設備更新工事委託料 
平成30年度 

星山浄化センター沈砂池設備更新工事委託料の

うち、平成 30 年度施行分に係る金額 208,700 千円

 

 

 

第 ３ 表  地 方 債 

 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 千円    

公共下水道事業 296,200 証書借入 

 

3.0％以内 

ただし、利率見直し方式

で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該

見直し後の利率 

 

借入先の融資条件に従

う。 

ただし、市財政の都合に

より据置期間を短縮し、

若しくは繰上償還又は

低利に借換えすること

ができる。 

計 296,200    

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 歳入歳出予算  

１　総括

(歳入)

款

 1 分 担 金 及 び 負 担 金 12,094

 2 使 用 料 及 び 手 数 料 800,194

 3 国 庫 支 出 金 256,400

 4 繰 入 金 946,044

 5 繰 越 金 20,000

 6 諸 収 入 68

 7 市 債 296,200

2,331,000

本 年 度 予 算 額

歳 入 合 計

- 下水 6 -



事項別明細書

(単位　千円)

8,543 3,551

798,866 1,328

275,500 △19,100

1,011,725 △65,681

20,000 0

66 2

292,300 3,900

2,407,000 △76,000

前 年 度 予 算 額 比 較

6 下水道事業特別会計- 下水 7 -



(歳出)

款

 1 下 水 道 事 業 費 1,315,131 1,359,341 △44,210

 2 公 債 費 1,010,869 1,042,659 △31,790

 3 予 備 費 5,000 5,000 0

2,331,000 2,407,000 △76,000

本年度予算額 前年度予算額 比 較

歳 出 合 計

- 下水 8 -



(単位 千円)

256,400 296,200 603,031 159,500

209,257 801,612

5,000

256,400 296,200 812,288 966,112

本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

特 定 財 源 一 般
財 源国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他

6 下水道事業特別会計- 下水 9 -



２　歳入

(款) 1 分担金及び負担金

目

 1 負担金 12,094 8,543 3,551

計 12,094 8,543 3,551

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 10 -



(項) 1 負担金 （単位　千円）

節   

 1 下水道費負担金 12,094 受益者負担金

区 分 金 額
説 明

(款) 1 分担金及び負担金- 下水 11 -



(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 使用料 800,093 798,768 1,325

計 800,093 798,768 1,325

(款) 2 使用料及び手数料

目

 1 手数料 101 98 3

計 101 98 3

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 12 -



(項) 1 使用料 （単位　千円）

節   

 1 下水道使用料 799,563 公共下水道等

 2 財産使用料 530 雨水渠等占用料

(項) 2 手数料 （単位　千円）

節   

 1 督促手数料 10 受益者負担金

 2 下水道手数料 91 指定工事店証交付

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 2 使用料及び手数料- 下水 13 -



(款) 3 国庫支出金

目

 1 建設事業費補助金 256,400 275,500 △ 19,100

計 256,400 275,500 △ 19,100

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 14 -



(項) 1 国庫補助金 （単位　千円）

節   

 1 公共事業費補助金 256,400 社会資本整備総合交付金

下水道事業費交付金 173,800

下水道長寿命化対策事業費交付金 82,600

金 額
説 明

区 分

(款) 3 国庫支出金- 下水 15 -



(款) 4 繰入金

目

 1 一般会計繰入金 946,044 1,011,725 △ 65,681

計 946,044 1,011,725 △ 65,681

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 16 -



(項) 1 一般会計繰入金 （単位　千円）

節   

 1 一般会計繰入金 946,044

金 額
説 明

区 分

(款) 4 繰入金- 下水 17 -



(款) 5 繰越金

目

 1 繰越金 20,000 20,000 0

計 20,000 20,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 18 -



(項) 1 繰越金 （単位　千円）

節   

 1 前年度繰越金 20,000

金 額
説 明

区 分

(款) 5 繰越金- 下水 19 -



(款) 6 諸収入

目

 1 延滞金 1 1 0

計 1 1 0

(款) 6 諸収入

目

 1 預金利子 1 1 0

計 1 1 0

(款) 6 諸収入

目

 1 雑入 66 64 2

計 66 64 2

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 20 -



(項) 1 延滞金加算金及び過料 （単位　千円）

節   

 1 延滞金 1

(項) 2 預金利子 （単位　千円）

節   

 1 預金利子 1

(項) 3 雑入 （単位　千円）

節   

 1 雑入 66 下水道関係法令集等図書販売代 54

自動検針装置電気使用料 12

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

金 額
説 明

区 分

(款) 6 諸収入- 下水 21 -



(款) 7 市債

目

 1 下水道事業債 296,200 292,300 3,900

計 296,200 292,300 3,900

本 年 度 前 年 度 比 較

- 下水 22 -



(項) 1 市債 （単位　千円）

節   

 1 下水道事業債 296,200 公共下水道事業

金 額
説 明

区 分

(款) 7 市債- 下水 23 -



３　歳出

(款)  1 下水道事業費

目

 1 総務管理費 187,726 202,565 △14,839 11,900 175,826

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

- 下水 24 -



(項)  1 業務費 （単位  千円）

節       

 2 給料 36,202 人件費（一般職） 65,450

 3 職員手当等 17,695 一般職給 36,202  

扶養手当 276  扶養手当 276  

地域手当 1,115  地域手当 1,115  

住居手当 698  住居手当 698  

通勤手当 1,054  通勤手当 1,054  

時間外勤務 600  時間外勤務手当 600  

手当 管理職手当 687  

管理職手当 687  期末手当 7,703  

期末手当 7,703  勤勉手当 4,932  

勤勉手当 4,932  児童手当 630  

児童手当 630  市町村職員共済組合負担金 11,328  

 4 共済費 11,553 地方公務員災害補償基金負担金 225  

 8 報償費 1,604 一般諸経費 75,901

 9 旅費 118 普通旅費 118  

11 需用費 804 消耗品費 42  

消耗品費 49  燃料費 100  

燃料費 100  食糧費 94  

食糧費 94  修繕料 50  

印刷製本費 26  郵便料 185  

修繕料 535  手数料 6  

12 役務費 361 保険料 170  

郵便料 185  地方公営企業法適用資産調査等委託料

手数料 6  11,990  

保険料 170  水質分析等委託料 297  

13 委託料 13,143 受益者負担金システム保守委託料 486  

14 使用料及び 236 テレビ受信料 15  

賃借料 自動車等借上料 125  

18 備品購入費 1,100 土地借上料 92  

19 負担金補助 44,943 有料道路等使用料 4  

及び交付金 自動車購入費 1,100  

23 償還金利子 100 星山浄化センター建設協力会負担金 150  

及び割引料 電算機使用負担金 910  

27 公課費 59,867 使用料等過年度過誤納付金還付及び還付加算金

100  

消費税等 59,867  

使用料・受益者負担金徴収費 45,471

受益者負担金納期前納付報奨金 1,390  

印刷製本費 26  

修繕料 485  

井水量水器取替委託料 370  

内 訳

区 分 金 額
説 明一 般

財 源

(款) 1 下水道事業費- 下水 25 -



(款)  1 下水道事業費

目

計 187,726 202,565 △14,839 11,900 175,826

(款)  1 下水道事業費

目

 1 管渠維持費 47,273 46,589 684 47,273

 2 浄化センター 367,838 374,623 △6,785 367,838

管理費

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

- 下水 26 -



(項)  1 業務費 （単位  千円）

節       

下水道使用料賦課徴収業務負担金 43,200  

啓発・普及促進費 230

記念品代 214  

消耗品費 7  

水洗便所改造資金あっ旋利子補給金 9  

各種団体会費等負担金 525

日本下水道協会負担金 357  

静岡県下水道協会負担金 100  

中部地方下水道協会負担金 68  

会議研修会等負担金 149

研修等参加負担金 149  

(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

 2 給料 3,708 人件費（一般職） 6,450

 3 職員手当等 1,693 一般職給 3,708  

地域手当 112  地域手当 112  

通勤手当 99  通勤手当 99  

時間外勤務 30  時間外勤務手当 30  

手当 期末手当 878  

期末手当 878  勤勉手当 574  

勤勉手当 574  市町村職員共済組合負担金 1,049  

 4 共済費 1,049 管渠維持管理費 40,823

11 需用費 5,003 消耗品費 3  

消耗品費 3  修繕料 5,000  

修繕料 5,000  手数料 70  

12 役務費 70 市有地草刈等委託料 650  

手数料 70  管渠清掃委託料 5,000  

13 委託料 28,250 管渠調査及び補修委託料 5,400  

15 工事請負費 7,500 下水道台帳作成及び補正等委託料 12,000  

伏越しマンホール清掃委託料 5,200  

既設マンホール蓋調整等工事費 7,500  

 2 給料 10,762 人件費（一般職） 20,575

 3 職員手当等 6,404 一般職給 10,762  

扶養手当 510  扶養手当 510  

地域手当 352  地域手当 352  

住居手当 54  住居手当 54  

通勤手当 372  通勤手当 372  

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

(款) 1 下水道事業費- 下水 27 -



(款)  1 下水道事業費

目

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

- 下水 28 -



(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

特殊勤務手 144  特殊勤務手当 144  

当 時間外勤務手当 450  

時間外勤務 450  管理職手当 450  

手当 期末手当 2,511  

管理職手当 450  勤勉手当 1,561  

期末手当 2,511  市町村職員共済組合負担金 3,409  

勤勉手当 1,561  一般諸経費 72,617

 4 共済費 3,409 普通旅費 150  

 9 旅費 150 消耗品費 9,383  

11 需用費 99,052 燃料費 270  

消耗品費 9,383  光熱水費 61,329  

燃料費 270  修繕料 70  

光熱水費 61,329  郵便料 3  

修繕料 28,070  電話料 650  

12 役務費 1,037 手数料 30  

郵便料 3  保険料 287  

電話料 650  複写機使用料 64  

手数料 97  テレビ受信料 26  

保険料 287  土地借上料 1  

13 委託料 243,419 電子マニフェスト使用料 24  

14 使用料及び 115 星山テレビ共同受信施設組合維持管理費負担金

賃借料 20  

15 工事請負費 1,200 統合ＯＡ機器使用負担金 301  

16 原材料費 995 自動車重量税 9  

18 備品購入費 791 浄化センター運営費 244,277

19 負担金補助 495 手数料 67  

及び交付金 樹木管理委託料 800  

27 公課費 9 施設設備保守委託料 623  

消防用設備等保守委託料 483  

浄化センター維持管理委託料 139,644  

汚泥処分委託料 96,000  

特殊水質分析等委託料 1,000  

電気設備精密点検委託料 4,437  

設備等定期検査委託料 54  

マンホールポンプ定期点検委託料 378  

事業用備品費 791  

施設維持補修費 30,195

修繕料 28,000  

場内舗装工事費 1,200  

諸資材費 995  

会議研修会等負担金 174

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

(款) 1 下水道事業費- 下水 29 -



(款)  1 下水道事業費

目

計 415,111 421,212 △6,101 415,111

(款)  1 下水道事業費

目

 1 公共事業費 448,106 433,299 14,807 184,500 145,100

 2 単独事業費 112,932 122,117 △9,185 74,400 12,094

本 年 度 前 年 度 比 較

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

- 下水 30 -



(項)  2 維持管理費 （単位  千円）

節       

研修等参加負担金 174  

(項)  3 建設事業費 （単位  千円）

節       

118,506  2 給料 18,575 人件費（一般職） 33,931

 3 職員手当等 9,696 一般職給 18,575  

扶養手当 408  扶養手当 408  

地域手当 570  地域手当 570  

住居手当 108  住居手当 108  

通勤手当 506  通勤手当 506  

時間外勤務 790  時間外勤務手当 790  

手当 期末手当 4,458  

期末手当 4,458  勤勉手当 2,856  

勤勉手当 2,856  市町村職員共済組合負担金 5,660  

 4 共済費 5,660 国庫補助公共下水道整備事業 413,779

 9 旅費 250 普通旅費 250  

11 需用費 700 消耗品費 404  

消耗品費 404  燃料費 120  

燃料費 120  印刷製本費 66  

印刷製本費 66  修繕料 110  

修繕料 110  手数料 13  

12 役務費 45 保険料 32  

手数料 13  測量調査等委託料 13,000  

保険料 32  設計等委託料 10,000  

13 委託料 64,000 管渠長寿命化計画策定委託料 26,000  

14 使用料及び 975 下水道事業計画修正委託料 10,000  

賃借料 平面測量委託料 5,000  

15 工事請負費 321,000 複写機使用料 200  

19 負担金補助 596 土地借上料 775  

及び交付金 幹線管渠布設等工事費 190,000  

22 補償・補填 26,600 弓沢川右岸４号幹線改修工事費 131,000  

及び賠償金 雨水浸透施設等設置費補助金 200  

27 公課費 9 物件移転等補償費 26,600  

自動車重量税 9  

会議研修会等負担金 396

研修等参加負担金 396  

26,438  2 給料 5,045 人件費（一般職） 8,973

 3 職員手当等 2,504 一般職給 5,045  

区 分 金 額
一 般
財 源

説 明

内 訳

説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分 金 額

(款) 1 下水道事業費- 下水 31 -



(款)  1 下水道事業費

目

 3 浄化センター 151,256 180,148 △28,892 71,900 64,800

増設事業費

計 712,294 735,564 △23,270 256,400 284,300 12,094

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

- 下水 32 -



(項)  3 建設事業費 （単位  千円）

節       

地域手当 152  地域手当 152  

通勤手当 99  通勤手当 99  

時間外勤務 390  時間外勤務手当 390  

手当 期末手当 1,126  

期末手当 1,126  勤勉手当 737  

勤勉手当 737  市町村職員共済組合負担金 1,424  

 4 共済費 1,424 市単独公共下水道整備事業 103,959

 9 旅費 20 普通旅費 20  

11 需用費 13 消耗品費 13  

消耗品費 13  土質調査等委託料 1,400  

13 委託料 6,115 測量設計委託料 2,000  

15 工事請負費 91,800 平面測量委託料 2,000  

16 原材料費 1,300 土木積算システム保守委託料 715  

19 負担金補助 1,711 管渠・取付管布設等工事費 91,800  

及び交付金 鉄蓋・汚水ます等購入費 1,300  

22 補償・補填 3,000 電算機使用負担金 1,711  

及び賠償金 物件移転等補償費 3,000  

14,556  2 給料 3,992 人件費（一般職） 7,421

 3 職員手当等 2,198 一般職給 3,992  

扶養手当 156  扶養手当 156  

地域手当 125  地域手当 125  

住居手当 54  住居手当 54  

通勤手当 116  通勤手当 116  

時間外勤務 150  時間外勤務手当 150  

手当 期末手当 979  

期末手当 979  勤勉手当 618  

勤勉手当 618  市町村職員共済組合負担金 1,231  

 4 共済費 1,231 国庫補助浄化センター増設事業 143,835

 9 旅費 7 普通旅費 7  

11 需用費 28 消耗品費 18  

消耗品費 18  印刷製本費 10  

印刷製本費 10  設計等委託料 4,600  

13 委託料 143,800 沈砂池設備更新工事委託料 139,200  

159,500

金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

区 分

(款) 1 下水道事業費- 下水 33 -



(款)  2 公債費

目

 1 元金 799,894 806,419 △6,525

 2 利子 210,851 236,140 △25,289 209,257

 3 一時借入金利 124 100 24

子

計 1,010,869 1,042,659 △31,790 209,257

国県支出金 地 方 債 そ の 他

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

- 下水 34 -



(項)  1 公債費 （単位  千円）

節       

799,894 23 償還金利子 799,894 償還元金 799,894

及び割引料 地方債元利償還金 799,894  

1,594 23 償還金利子 210,851 償還金利子 210,851

及び割引料 地方債元利償還金 210,851  

124 23 償還金利子 124 一時借入金利子 124

及び割引料 一時借入金利子 124  

801,612

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 2 公債費- 下水 35 -



(款)  3 予備費

目

 1 予備費 5,000 5,000 0

計 5,000 5,000 0

本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

- 下水 36 -



(項)  1 予備費 （単位  千円）

節       

5,000

5,000

区 分 金 額
説 明

内 訳

一 般
財 源

(款) 3 予備費- 下水 37 -



－ 下水 38 － 

給  与  費  明  細  書 
１ 一般職 

（１） 総 括 

 (単位 千円） 

区 分 
職 員 数 

(人) 

給   与   費 
共 済 費合  計 備  考

報  酬 給  料職 員手当 計 

本年度 23   78,284 39,560 117,844 24,326 142,170   

前年度 23  83,078 42,311 125,389 26,344 151,733 

比 較 0  △ 4,794 △ 2,751 △ 7,545 △ 2,018 △ 9,563   

(単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（１） 

区  分 扶 養手当 地 域手当住 居手当通 勤手当
特 殊勤務

手 当

時 間 外 

勤 務手当 

管 理 職

手  当

本年度 1,350 2,426 914 2,246 144 2,410  1,137

前年度 1,290 2,574 966 2,145 144 2,410 1,317

比 較 60 △ 148 △ 52 101 0 0 △ 180

 (単位 千円） 

職 員 

手 当 

の内訳 

（２） 

区  分 期 末 手 当 勤 勉 手 当      

本年度 17,655 11,278  

前年度 19,619 11,846  

比 較 △ 1,964 △ 568  

 

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細 

(単位 千円） 

区  分 増 減 額     増 減 事 由 別 内 訳           説     明 備 考      

給  料 △4,794

給 与 改 定 に

伴 う 増 減 分
164   

昇 給 に

伴 う 増 加 分
1,097 平均昇給率      1.7％ 対象職員数   14人

その他の増減分 △6,055 職員の変動等による増減 

職員数 

本年度    23人

前年度    23人

増 減     0人

職員手当 △2,751

制 度 改 正 に

伴 う 増 減 分
646

扶養手当              △18 

勤勉手当               664 
 

その他の増減分 △3,397 その他 
 



－ 下水 39 － 

 (３) 給料及び職員手当の状況 

 （ア）級別職員数 

区 分 

平成２９年１月１日 現在 平成２８年１月１日 現在 

 
一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

職 員 数 

人 

構 成 比

％

職 員 数

人

構 成 比

％

職 員 数 

人 

構 成 比 

％ 

８級      

７級 1 4.5  2 9.5   

６級 6 27.3  6 28.6   

５級    1 4.7   

４級 6 27.3  4 19.1   

３級    2 9.5   

２級 6 27.3  2 9.5   

１級 3 13.6  4 19.1   

計 22 100.0  21 100.0   

 

 (級別の標準的な職務内容） 

区 分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級 

一  般 

行政職 
 

課 長 

参 事 

所 長 

主 幹 
係  長

主任主査

特に高度

の知識及

び経験を

必要とす

る主査 

主 査 
主 事 

技 師 

事務員 

技術員 

技  能 

労務職 
        

 

（イ）職員一人当たり給与 

区  分 
平成２９年１月１日 現在 平成２８年１月１日 現在 

一般行政職 技能労務職 一般行政職 技能労務職 

平均給料月額 304,275円 313,719円 

平均給与月額 342,382円 347,860円 

平 均 年 齢 43歳0月 42歳3月 

 

（ウ）初任給   

区  分 一般行政職 技能労務職 
国 の 制 度 

一般行政職 技能労務職 

高校卒 150,500円 146,100円 146,100円 143,500円

大学卒 184,800円 178,200円 

 

 



－ 下水 40 － 

（エ）期末勤勉手当の支給率 

区 分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分）

職制上の段階、職務の 

級等による加算措置           
備  考 

６月 １２月 

本 年 度     
(1.050) 

2.075 

(1.200) 

2.225 

(2.25) 

4.30 
有 

前 年 度     
(1.025) 

2.025 

(1.175) 

2.175 

(2.20) 

4.20 
有 

国の制度 
(1.050) 

2.075 

(1.200) 

2.225 

(2.25) 

4.30 
有 

（ ）内は再任用職員の支給率 

 

（オ）地域手当 

支 給 対 象 地 域         全  域 

支 給 率          （％） 3 

支 給 対 象 職 員 数          （人） 23 

国の制度（支給率）         （％） 3 

 

（カ）定年退職及び定年前早期退職に係る退職手当の基本額 

区  分 

20年勤続

の  者

(月分) 

25年勤続 

の  者 

(月分) 

35年勤続

の  者

(月分)

最高限度

の  者

(月分)

その他の      

加算措置等 
備    考 

支
給
率
等 

定年前

早 期 
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

定 年 25.55625 34.5825 49.59 49.59 制度なし 

 

国の制度 

(支給率等) 
25.55625 34.5825 49.59 49.59

定年前早期退 

職者特例措置 

(2%～45%) 

 

 

（キ）特殊勤務手当 

区  分 全職種 
代表的な職種 

一般行政職 技能労務職

給 料 総 額 に

対 す る 比 率

％ 

0.18 

％

0.18

％

支給対象職員の比率

(平成29年1月1日現在)

％ 

18.20 

％

18.20

％

代 表 的 特 殊 勤 務

手 当 の 名 称
下水道作業手当 

 

 



－ 下水 41 － 

（ク）その他の手当 

区   分 国の制度との異同 差    異   の   内   容 

扶 養 手 当 同  

住 居 手 当 異 
 

持    家 

（市） 

4,500円 

（国） 

― 

通 勤 手 当 異 

 

交通機関 

利 用 者 

 

交通用具 

利 用 者 

（市） 

全額限度 

   （55,000円） 

 

   6,400円 

 ～ 31,600円 

（国） 

最高限度 

      （55,000円） 

 

      2,000円 

    ～ 31,600円 

 

青字箇所は、昨年度の数字で変更なし。 

H26.1.20 人事課 中野係長確認済み 



－ 下水 42 － 

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書 

（単位 千円） 

事   項 限度額 

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降 

の支出予定額 

左 の 財 源 内 訳 

特 定 財 源 
一般財源

期 間 金 額 期 間 金 額 国県支出金 市 債 その他 

   年度  年度   

地方公営企業

法適用資産調

査等委託料 

47,630  

平成29

～ 

平成31

47,630 47,600  30

星山浄化セン

ター沈砂池設

備更新工事委

託料 

208,700  平成30 208,700 104,350 93,900  10,450

 

 

 

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び 

当該年度末における現在高の見込みに関する調書                          

（単位 千円） 

区    分 
前 々 年 度 末 

現 在 高 

前 年 度 末

現在高見込額

当 該 年 度 中         

増 減 見 込 額         当 該 年 度 末

現在高見込額当 該 年 度 中

起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 

元金償還見込額 

１ 下 水 道 10,432,633 9,955,914 296,200 799,894 9,452,220

合  計 10,432,633 9,955,914 296,200 799,894 9,452,220
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